
令和３年１１月定例県議会

令 和 ３ 年 度

１１月補正予算案（第９号）の概要

（11月25日提案分 議案第129号）

島 根 県



令和３年度１１月補正予算案（第９号）について

１ 概 要

新型コロナウイルス感染症対策について、事業の執行状況により不用とな

る額を 減額するとともに、追加で対応すべきものについて を１７億円 １３億円

措置する。

 主な補正項目

① 新型コロナウイルス感染症対策 ▲５０７百万円

追加対策 １，１９１百万円

医療提供体制・感染症対策 ８２０百万円Ⅰ

・ 今後の感染拡大に備え、感染症入院患者を受け入れた

医療機関等の受入体制の維持・強化を支援 ４５７百万円

・ 今後の感染拡大を防止するため、県立学校等における

感染防止のための環境整備を実施 ３１１百万円

県内経済や県民生活の回復に向けた施策 ５４百万円Ⅱ

・ 感染症の影響により売上が減少している県産品の販

売促進キャンペーンを実施 ４３百万円

県民生活の支援 １７７百万円Ⅲ

・ 介護・障がい福祉サービス事業所等の感染防止対策を

支援 １５９百万円

その他 １４０百万円Ⅳ

・ 今後の感染拡大を防止するため、県立施設等における

感染防止のための環境整備を実施 １４０百万円

減額補正 ▲１，６９８百万円

・ 事業の執行状況等に応じた事業費の減額 ▲１，６９８百万円
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② その他 １５５百万円

・ ７月、８月の大雨・台風の復旧事業 ９６百万円

繰越明許費の設定 

公共事業などに係る令和３年度から令和４年度への

繰越限度額の設定 ４２，５４０百万円

 債務負担行為の設定

公共事業などに係る債務負担行為の設定 ４，２８５百万円

（追加分２，６４９百万円、変更分１，６３７百万円）

・ 債務負担行為を活用した工事施工時期の平準化 ２，１６８百万円

人材不足が顕著な建設業における安定的な雇用の確保

のため令和４年度発注工事を一部前倒して年間工事量

を平準化

・ 花ふれあい公園の指定管理料 ４１９百万円

※ 債務負担行為とは、地方公共団体が翌年度以降に債務を負担することについて、その

原因となる事項、期間及び限度額を予算の内容として定めておくもの

（注）計数については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

以下同じ。

２ 令和３年度一般会計歳入歳出予算

１１月補正後予算額（第８号提案後） (ａ) ５，３０２億円

１１月補正予算額（第９号） (ｂ) ▲４億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ５，２９９億円

＊対前年度同期比 １００．０％

【参考】令和２年度 月補正後予算額 億円11 5,300
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３ 財 源

 国庫支出金 ０．１億円

 医療介護総合確保促進基金繰入金 １．２億円

 県債 ０．３億円

 繰越金 ▲５．５億円

 その他の歳入 ０．４億円

合 計 ▲３．５億円

（参考） １１月補正予算案合計（第８号＋第９号）

事業費

 追加対策 ３１．２億円

新型コロナウイルス感染症対策 ２９．６億円

その他 １．６億円

 新型コロナウイルス感染症対策の減額 ▲１７．０億円

財 源

 国庫支出金 ５．３億円

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ４．２億円

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 １．０億円

・その他国庫支出金 ０．１億円

 医療介護総合確保促進基金繰入金 １．２億円

 県債 ３．０億円

 繰越金 ４．４億円

 その他の歳入 ０．４億円

合 計 １４．２億円
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【追加対策】 （単位：千円）

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

１．医療提供体制の強化

 　入院受入医療機関等における受入体制の維持・強化を支援 1

２．学校等における感染防止・学習環境の確保

 　県立学校等における感染防止のための環境整備 2,3

 　特別支援学校における校内での職場実習等の環境整備 4

 　県立高校図書館の図書の充実 5

 　社会教育施設における野外活動体制の整備 6

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

１．県内経済を守る施策

 　若年者県内就職の促進 7

２．県内経済を回復させる施策

 　県産品の販売促進キャンペーンを実施 8

Ⅲ．県民生活の支援

１．県民生活の支援

 　介護・障がい福祉サービス事業所等の感染防止対策を支援 9

 　県立図書館の図書の充実 10

Ⅳ．その他

１．県立施設等の感染症対策

 　県立施設等における感染防止対策 11

【減額補正】

　新型コロナウイルス感染症対策予算の減額補正　　②

 　事業の執行状況等に応じた事業費の減額 12

補正

項目

番号820,452

事業費

363,752

176,629

12,370

54,356

311,206

30,400

43,296
43,296

11,060

合　　　計　　　① 1,191,005

159,270

139,568

139,568
139,568

17,359

総　　　合　　　計　（①＋②） ▲ 507,036

▲ 1,698,041
▲ 1,698,041

新型コロナウイルス感染症対策 補正項目一覧（一般会計）

176,629

11,060

9,776

456,700
456,700
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主 な 補 正 項 目

１ 新型コロナウイルス感染症対策

医療提供体制・感染症対策Ⅰ
(単位:千円) 医療提供体制の強化

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

１ 新型コロナウイルス 456,700 今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡 健康福祉部

［感染症対策感染症患者受入医療 大に備え、感染症患者の入院受入又は病床確

室］機関支援事業 保を行った医療機関に対し、受入体制の維持

・強化に向けた支援金を交付

［支援額］

１．入院受入のある医療機関

令和３年度上期の入院受入実績に応

じて①から③の区分で算定した額に、

④を加算

①無症状者・軽症患者

入院患者１人あたり15万円

（入院14日相当）

②中等症患者

入院患者１人あたり120万円

（入院28日相当）

③重症患者

入院患者１人あたり270万円

（入院42日相当）

④要配慮者（小児、妊婦）の加算

入院患者１人あたり50万円

２．入院受入はないが、病床を確保し、

受入準備を行った医療機関

確保病床１床あたり30万円

※１による算定額が、２による算定額を

下回る場合、２により算定
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(単位:千円) 学校等における感染防止・学習環境の確保

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

２ 県立学校における感 285,956 今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡 教育委員会

［ ］染防止のための環境 大を防止するため、県立学校における環境整 教育施設課

整備 備を実施

［実施内容］

①換気対策

エアコンの設置等

②密回避対策

手洗い場の増設等

③衛生対策

トイレの修繕等

３ 私立学校における感 25,250 今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡 総 務 部

［ ］染防止のための環境 大を防止するため、私立学校における環境整 総 務 課

整備 備を支援

［対象施設］

・私立中学校

・私立高校

・私立専修学校高等課程

［支援内容］

①換気対策

エアコンの設置等

②密回避対策

手洗い場の増設等

③衛生対策

トイレの修繕等

［負担割合］

・国補助事業の活用が可能な場合

国1/3・県2/3

・国補助事業対象外の場合

県10/10
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(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

４ 特別支援学校におけ 12,370 新型コロナウイルス感染症の影響による職 教育委員会

［特別支援教る職場実習の代替機 場実習の不足に対応するため、校内での実習

育課］会確保事業 等を可能とするための備品等を整備

［整備内容 （ ）内は想定する職種］

・業務用食器洗浄機（飲食業）

・トラクター（農業）

・電動糸鋸盤（製造業）

・業務用掃除機（清掃業） など

５ 県立高校図書館図書 30,400 新型コロナウイルス感染症の影響による生 教育委員会

［ ］充実事業 徒の在宅時間に活用するため、県立高校図書 教育指導課

館の図書を充実

６ 社会教育施設におけ 9,776 新型コロナウイルス感染症対策に対応した 教育委員会

［ ］る野外活動体制の整 自然体験活動を行うため、青少年の家及び少 社会教育課

備 年自然の家に小グループ活動のための備品等

を整備
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県内経済や県民生活の回復に向けた施策Ⅱ
(単位:千円) 県内経済を守る施策

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

７ 若年者県内就職促進 11,060 新型コロナウイルス感染症の影響により学 商工労働部

［ ］事業 生の就職活動が制限される中、早期化が進む 雇用政策課

学生の就職活動を支援するため、例年４～５

月に実施している合同企業説明会を１～３月

に前倒しして開催
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(単位:千円) 県内経済を回復させる施策

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

８ 県産品の販売促進キ 43,296 新型コロナウイルス感染症の影響により売 商工労働部

［しまねブラャンペーン 上が減少している県産品の販売を支援するた

］め、販売促進キャンペーンを実施 ンド推進課

［事業内容］

・県産品のセット商品の企画、ＰＲ

（ ）・購入金額が一定金額 税込5,000円以上

となる場合に送料を県が負担

［実施場所］

・島根県物産観光館（ＥＣサイト含む）

・日比谷しまね館

［キャンペーン期間］

令和４年１月～３月
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県民生活の支援Ⅲ
(単位:千円) 県民生活の支援

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

９ 介護・障がい福祉サ 159,270 国の介護報酬・障害福祉サービス等報酬の 健康福祉部

［高齢者福祉ービス事業所等感染 感染症対策に係る上乗せ措置が令和３年９月

課］防止対策支援事業 末までとされ、10月以降は補助金による継続

［障がい福祉支援とされたことに伴い、感染防止対策に要

課］する経費を助成

①介護サービス事業所・施設

［助成率］

10/10

［助成上限額］

サービス・規模により設定

※平均的な規模の介護施設で６万円

［負担割合］

国2/3・県1/3

（医療介護総合確保促進基金）

②障がい福祉サービス等事業所

［助成率］

10/10

［助成上限額］

サービス・規模により設定

※平均的な規模の入所施設で３万円

［負担割合］

国2/3・県1/3

10 県立図書館在宅読書 17,359 新型コロナウイルス感染症の影響による県 教育委員会

［ ］等促進事業 民の在宅時間に対応するため、県立図書館の 社会教育課

図書や県内保育所等に貸し出す児童書を充実
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その他Ⅳ
(単位:千円) 県立施設等の感染症対策

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

11 県立施設等における 139,568 今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡 地域振興部

［しまね暮ら感染防止対策 大を防止するため、施設における３密回避や

し推進課］衛生対策に必要な環境整備を実施

①３密回避 環境生活部

［ ］換気設備や、利用者の間隔確保のため 文化国際課

［スポーツ振の大型モニター・遊具の整備などを実施

興課］県民会館、グラントワ、美術館、

［ ］しまね国際センター、サヒメル、 自然環境課

花ふれあい公園、ゴビウス、 農林水産部

［ ］くにびきメッセ、テクノアーク、 産地支援課

［ ］浜山公園 石見海浜公園 万葉公園、 、 、 水 産 課

少年自然の家 商工労働部

［ ］②衛生対策 商工政策課

［ ］自動手指消毒器やサーモグラフィの整 産業振興課

備などを実施 土 木 部

［ ］アクアス、県民会館、グラントワ、 都市計画課

美術館、しまね国際センター、 教育委員会

［ ］体育館、ゴビウス 社会教育課
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(単位:千円)【減額補正】

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

12 新型コロナウイルス ▲1,698,041 令和３年度予算に計上した新型コロナウイ 総 務 部

［ ］感染症対策予算の減 ルス感染症対策予算について、減額補正を実 総 務 課

額 施 商工労働部

［ ］①事業の執行状況に応じた事業費の減額 中小企業課

［しまねブラ・新型コロナウイルス感染症対応制度融

］資 ンド推進課

・飲食店の感染予防対策強化事業 教育委員会

［ ］・県立大学授業料減免補助事業 学校企画課

［ ］②国補助金の内示等に応じた事業費の減額 社会教育課

・地域人材を活用した指導力等向上事業

・学校・家庭・地域の連携協力推進事業
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(単位:千円)２ その他

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

13 県立学校の復旧事業 89,300 ７月、８月の大雨・台風により被害を受け 教育委員会

［ ］た出雲高校・三刀屋高校の法面復旧について、 教育施設課

被害範囲の確定により工事費を増額

14 指定文化財災害復旧 6,360 ７月、８月の大雨・台風により被害を受け 教育委員会

［ ］事業 た国指定史跡等の復旧を支援 文 化 財 課

［補助事業者］

出雲市、奥出雲町、津和野町等

［被災国指定史跡等］

・西谷墳墓群（出雲市）

・櫻井家住宅（奥出雲町）

・奥出雲たたら製鉄及び棚田の文化的景

観（奥出雲町）

・津和野藩主亀井家墓所（津和野町）

［負担割合］

国7/10・県1/10・市町村等2/10 など

15 ドクターヘリ運航事 14,458 ドクターヘリ運航経費に対する国庫補助基 健康福祉部

［ ］業 準額の増額に伴い、運航委託費を増額 医療政策課

16 県立美術館の魅力ア 8,151 令和４年５月予定の再開館後の入館者の拡 環境生活部

［ ］ップ 大を図るため、キッズライブラリーに親子連 文化国際課

れが楽しめる空間を整備
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　 （単位：千円）

 Ｒ２年度 対前年度比

 補正前の額
１１月補正
（第９号）

計（Ａ） １１月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ３ Ｒ２

１ ．県 税 63,726,852 63,726,852 68,559,315 93.0% 12.0% 12.9% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 27,518,174 27,518,174 31,414,076 87.6% 5.2% 5.9% 

３ ．地 方 譲 与 税 8,142,000 8,142,000 14,152,000 57.5% 1.5% 2.7% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 470,000 470,000 336,000 139.9% 0.1% 0.1% 

５ ．地 方 交 付 税 184,375,000 184,375,000 181,508,000 101.6% 34.8% 34.2% 

〃 （含臨時財政対策債） (207,511,000) (207,511,000) (195,911,000) (105.9%) (39.2%) (37.0%)

６ ．交通安全対策特別交付金 187,000 187,000 194,000 96.4% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 1,898,876 1,898,876 1,913,380 99.2% 0.4% 0.4% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,137,698 4,137,698 4,202,215 98.5% 0.8% 0.8% 

９ ． 国 庫 支 出 金 124,227,500 5,116 124,232,616 127,643,282 97.3% 23.4% 24.1% 

10 ．財 産 収 入 2,515,105 2,515,105 1,809,998 139.0% 0.5% 0.3% 

11 ．寄 附 金 96,493 96,493 96,345 100.2% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 17,050,836 122,400 17,173,236 17,510,311 98.1% 3.2% 3.3% 

13 ．繰 越 金 13,521,098 ▲ 545,983 12,975,115 8,093,682 160.3% 2.4% 1.5% 

14 ．諸 収 入 10,938,228 36,775 10,975,003 12,480,778 87.9% 2.1% 2.4% 

15 ．県 債 71,423,100 29,700 71,452,800 60,113,300 118.9% 13.5% 11.3% 

〃 （除臨時財政対策債） (48,287,100) (29,700) (48,316,800) (45,710,300) (105.7%) (9.1%) (8.6%)

合           計 530,227,960 ▲ 351,992 529,875,968 530,026,682 100.0% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 993,231 993,231 944,509 105.2% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 36,125,079 8,292 36,133,371 33,353,365 108.3% 6.8% 6.3%

３ ．民 生 費 60,621,968 159,270 60,781,238 67,427,550 90.1% 11.5% 12.7%

４ ．衛 生 費 37,285,494 475,296 37,760,790 37,831,426 99.8% 7.1% 7.1%

５ ．労 働 費 2,117,043 11,060 2,128,103 2,578,903 82.5% 0.4% 0.5%

６ ．農 林 水 産 業 費 47,425,379 37,564 47,462,943 47,078,699 100.8% 9.0% 8.9%

７ ．商 工 費 24,902,735 ▲ 1,473,189 23,429,546 23,052,173 101.6% 4.4% 4.3%

８ ．土 木 費 71,067,877 22,081 71,089,958 87,789,890 81.0% 13.4% 16.6%

９ ． 警 察 費 20,507,918 20,507,918 21,129,878 97.1% 3.9% 4.0%

10 ．教 育 費 92,203,597 311,974 92,515,571 92,905,111 99.6% 17.5% 17.5%

11 ．災 害 復 旧 費 30,419,987 95,660 30,515,647 6,951,263 439.0% 5.8% 1.3%

12 ．公 債 費 74,051,423 74,051,423 76,099,064 97.3% 14.0% 14.4%

13 ．諸 支 出 金 32,206,229 32,206,229 32,393,851 99.4% 6.1% 6.1%

14 ．予 備 費 300,000 300,000 491,000 61.1% 0.1% 0.1%

合           計 530,227,960 ▲ 351,992 529,875,968 530,026,682 100.0% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

　　歳　　　　出

令和３年度１１月補正予算（第９号）  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ３年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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Ｒ２年度 対前年度比較

補正前の額
１１月補正
（第９号）

計（A） １１月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ３ Ｒ２

1．義   務   的   経   費 237,956,935 ▲ 33,051 237,923,884 240,237,507 99.0% 44.9% 45.4% 

  (1) 人         件         費 122,433,748 ▲ 33,051 122,400,697 123,252,355 99.3% 23.1% 23.3% 

  (2) 公         債         費 73,832,398 73,832,398 75,857,422 97.3% 13.9% 14.3% 

  (3) 扶         助         費 41,690,789 41,690,789 41,127,730 101.4% 7.9% 7.8% 

2．普 通 建 設 事 業 費 95,597,087 373,100 95,970,187 113,389,762 84.6% 18.1% 21.4% 

  (1) 補   助   事   業   費 56,417,962 56,417,962 72,613,020 77.7% 10.6% 13.7% 

  (2) 単   独   事   業   費 30,388,106 373,100 30,761,206 31,218,783 98.5% 5.8% 5.9% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 7,736,407 7,736,407 8,152,506 94.9% 1.5% 1.5% 

  (4) 同級他団体事業負担金 10,000 10,000 10,600 94.3% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,044,612 1,044,612 1,394,853 74.9% 0.2% 0.3% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 30,180,194 95,660 30,275,854 6,692,216 452.4% 5.6% 1.2% 

  (1) 補   助   事   業   費 25,055,411 89,300 25,144,711 6,031,161 416.9% 4.7% 1.1% 

  (2) 単   独   事   業   費 4,728,855 6,360 4,735,215 661,055 716.3% 0.9% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 238,428 238,428 0 皆増 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 157,500 157,500 0 皆増 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 109,831,712 24,042 109,855,754 113,098,986 97.1% 20.7% 21.3% 

5．貸          付         金 7,032,831 7,032,831 6,986,639 100.7% 1.3% 1.3% 

6．繰          出         金 7,510,215 ▲ 432,327 7,077,888 6,818,537 103.8% 1.3% 1.3% 

7．そ          の         他 42,118,986 ▲ 379,416 41,739,570 42,803,035 97.5% 7.9% 8.1% 

合           計 530,227,960 ▲ 351,992 529,875,968 530,026,682 100.0% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

令和３年度１１月補正予算（第９号）  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ３年度 構　　成　　比
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  県 予 算 規 模 の 推 移 

                                                                                                  （単位：百万円） 

 

年度 

 

  

６月補正 

 

 

９月補正 

 

 

11 月補正 

 

 

２月補正 

 

 

その他 

 

 

最終専決後 

 
当初 

 

前年比 
(％) 

H22 

 

 

 

 

535,493  

(内経済対策 

25,706) 

 

 

+1.6  

 

 

 

 

200  

 

 

 

4,864  

追加提案      4,044  

(経済対策  4,044) 

 

 

440  

(経済対策     434) 

追加提案    15,741  

(経済対策15,541) 

 

①         267  

(除雪       267) 

②       2,754  

(経済・緊急対策6,929) 

追加提案 ▲20,132  

8/ 9     31  

(口蹄疫) 

8/23  1,568  

(土砂災害) 

 

552,554  

 

 

 

 

23 

 

 

532,225  

(内経済・緊急対策 

27,630) 

▲0.6  

 

 

6,298  

(経済対策  6,057) 

 

2,913  

(経済・緊急対策767) 

 

2,775  

(経済対策 2,250) 

追加提案      9,144  

(経済対策  9,138) 

7,087  

(経済対策   714) 

追加提案  ▲21,034  

 

 

 

541,312  

 

 

24 

 

 

 

 

 

 

527,651  

 

 

 

 

 

 

▲0.9  

 

 

 

 

 

 

1,100  

 

 

 

 

 

 

3,159  

 

 

 

 

 

 

431  

追加提案①      673  

追加提案②   5,363  

(経済対策  4,194) 

(給与   1,169) 

追加提案③  2,572  

(経済対策  2,572) 

30,075  

(経済対策31,325) 

追加提案 ▲25,273  

 

 

 

 

5/14    390  

(雇用基金等) 

 

 

 

 

 

543,693  

 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

531,157  

 

 

 

+0.7  

 

 

 

558  

 

 

 

①           81  

(災害援護資金    81) 

②       32,509  

(災害復旧24,856) 

1,150  

 

 

 

11,359  

(経済対策13,530) 

追加提案 ▲38,451  

 

7/ 3     42  

(風しん抗体検査) 

8/29    900  

(８月大雨災害) 

538,588  

 

 

 

26 

 

 

 

527,234  

 

 

 

▲0.7  

 

 

 

369  

 

 

 

3,577  

 

 

 

2,794  

追加提案   1,533  

 (給与     924) 

 

①     6,058  

(経済対策 7,315) 

②       1,650  

追加提案 ▲32,037  

 

 

 

 

511,435  

 

 

 

27 

 

529,966  

 

+0.5  

 

279  

 

3,780  

 

追加提案     918  

(給与     918) 

12,051  

追加提案 ▲39,671  

 

 

533,770  

 

28 

 

 

 

520,219  

 

 

 

▲1.8  

 

 

 

437  

 

 

 

4,703  

追加提案   16,118  

(経済対策16,118) 

 

3,612  

(経済対策  3,612) 

追加提案     414  

(給与     414) 

1,804  

(経済対策  1,804) 

追加提案 ▲40,171  

 

 

 

 

 

505,596  

 

 

 

29 

 

 

511,771  

 

 

▲1.6  

 

 

315  

 

 

9,168  

追加提案       608  

 

43  

追加提案     808  

(給与     808) 

13,143  

追加提案 ▲48,663  

 

 

 

 

485,734  

 

 

30 

 

 

 

452,000  

 

 

 

▲11.7  

(+0.2) 

 

 

819  

 

 

 

9,235  

 

 

 

185  

追加提案     481  

(給与     481) 

 

17,153  

追加提案 ▲19,057  

 

 

4/20    202  

(西部地震) 

7/20    338  

(７月豪雨災害) 

456,410  

 

 

 

R 元 

 

 

468,654  

 

 

+3.7  

 

 

321  

 

 

9,503  

 

 

232  

追加提案     410  

(給与     410) 

13,235  

(経済対策  13,226) 

追加提案 ▲24,851  

3/25    214  

(新型コロナウイルス対策) 

 

465,700  

 

 

2 

 

475,019  

 

+1.4  

 

4,390  

(新型コロナウイルス対策 

4,390) 

追加提案  12,001  

(新型コロナウイルス対策 

12,001) 

 20,820  

(新型コロナウイルス対策 

10,833) 

 

3,737  

(新型コロナウイルス対策 

増額 4,139  

減額 ▲482) 

追加提案       4  

(新型コロナウイルス対策 

4) 

①      2,096  

(新型コロナウイルス対策 

2,096) 

②    25,310  

(経済対策  21,161) 

(新型コロナウイルス対策 

増額 5,701  

減額▲1,552) 

追加提案 ▲24,345  

4/30  6,774  

(新型コロナウイルス対策)

5/22    724  

(新型コロナウイルス対策) 

7/28    343  

(７月大雨災害) 

7/31  6,214  

(新型コロナウイルス対策) 

527,129  

 

3 

 

 

467,018  

(新型コロナウイルス対策

   6,907) 

▲1.7  8,131  

(新型コロナウイルス対策 

8,118) 

追加提案     900  

(新型コロナウイルス対策 

900) 

①      5,061  

(新型コロナウイルス対策 

5,061) 

②      45,709  

(新型コロナウイルス対策 

9,862) 

追加提案   1,035 

(新型コロナウイルス対策 

1,035) 

①      1,772  

(新型コロナウイルス対策 

1,772) 

②       ▲352  

(新型コロナウイルス対策 

増額  1,191  

減額 ▲1,698) 

 

 

 7/27    336  

(７月大雨災害) 

8/30    265  

(７、８月の大雨・台風) 

 

 

 (注)１．平成 25 年 3 月 29 日島根県告示第 231 号により定例県議会招集月を 12 月から 11 月に変更したため「11 月補正」に改称 
   ２．平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載 
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